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1 事業の成果

今年度は、全国の認定こども園数が 8,016へ と増加した。昨年度後半から猛威を振るっている新型コ

ロナウイルス感染症の影響を大きく受け、特に令和 2年 4月 16日 より約 1か月間、全国で行われた緊急

事態宣言により、各園では休園や登園自粛、自主登園などさまざまな対応に迫られた。そのような中でも

社会インフラの一部として社会基盤維持のため、運営を行い、保育者は自身の感染リスクを抱えながら

もエッセンシャルワーカーとして子ども達のためにその職務に従事した。何もかもが「例年通り」には行

うことができないながらも「今だからこそできること」を懸命に取り組む日々であつた。

感染状況の見通しが立たない中、6月 12日 に通常総会を開催し、トップセミナー2020は中止とした。

その後、理事会において年度内の事業の開催方法等の検討を重ね、令和 2年度の事業計画の変更及び

補正予算と全国認定こども園研修研究機構に対する助成金を支出することを議案とした臨時総会を 9月

4日 に開催し、すべての議案において承認された。これに伴い事業では、会場に参集する方式からオンラ

イン及び動画配信を利用した研修会に変更し実施することができ、オンライン研修会を 2回、動画配信

研修会では行政説明や幼保連携型認定こども園教育・保育要領の解説など約 30本の動画を作成すること

ができ、コロナ禍で保育者の研修機会が減少している中での一助となることができた。また、理事会、委

員会等の会務運営においてもWeb会議ツールを活用し会議を行いながら会務運営を進めることができた

が、例年 2回開催をしていた地区・支部との連絡会については新型コロナウイルス感染症まん延防止の

ため開催を中止した。

一方、全国認定こども園研修研究機構に対する助成金支出が承認されたことにより、全国認定こども

園研修研究機構は公益社団法人格の申請手続きが進み、令和 3年 4月 1日 に公益社団法人格を取得する

ことができた。今後、教員免許状更新講習の実施に向け準備が進められるとともに、ステップアップ研修

会をはじめとする保育教諭向けの研修会を計画・実施されていくこととなる。

地区及び支部活動も新型コロナウイルス感染症の影響を受け、その多くは研修会の実施を見合わせる

こととなった。しかし、その中でもオンラインシステムを利用した研修会を積極的に試み、実施する地

区・支部が複数あった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【31,033】 千円)

事業名 事業内容
実施 日

時

実施場

所

従事者

人数

受益対象者の範

囲及び人数

事業費の額

(千 円)

①認定こど

も園の普及、

振興、運営改

善に関す る

事業

設置者 0行政・研究者・一般

を交え認定こども園の具体

的普及、振興、運営改善等の

研修会を実施する事業

○認定こども園経営セミナー 2/25 オンライン 3名 250名

認定 こども園設

置者・一般・行政

担当者・研究者

680



○メディアとの意見交換会

○ア ドバイザリーボー ドと
の勉強会 (政策委員会)

○内閣府との意見交換会 (政

策委員会)

OICT化研修会

中止

12/14

2/17

中止

オンライン 3名

3名

20名

10名

33

②子 どもと

子育て・子育

ちに関す る

調査・研究や

政策提言に

関する事業

研究機関及び団体等 と協力

し子どもと子育て0子育ち等
の調査研究を行い政策提言

する事業

○認定こども園に関する調査

○公定価格や制度運用改善

課題政策提言

年 1回

年 1回
東京都

東京都

調査広報委員

政策委員

認定 こども園設

置者・一般・行政

担当者・研究者

③子 どもと

子育て・子育

ちに関す る

教育・保育の

充実に関す

る事業

子どもと子育て・子育ちに関

する教育・保育内容の研究と

実践に関する事業
正副代表委員長等会議

第 1回

第 2回
第 3回

第 4回
第 5回

第 6回
第 7回

総務組織委員会

第 1回

研修委員会

第 1回

第 2回
第 3回

第 4回
第 5回

第 6回
第 7回

第 8回
第 9回

調査広報委員会

第 1回

第 2回
第 3回

経営研究委員会

第 1回

第 2回
第 3回

第 4回
政策委員会

第 1回

第 2回
第 3回

第 4回
特別委員会 (次世ltリ

ーダ瑚姶)

4/23

5ノ14

6/17

7/29

8ノ7

8ノ27
10ノ29
1ノ28
3ノ26

4/17

6/11

7/10

8/7

9/11

11/13

2/12

9ノ24

5/18

10ノ21
3/31

7/27

10/13

11/2

2Ю

9/24

11/16

12ノ 11

2/12

7/27

8/11

9/1

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

15名
15名
15名
15名
15名
15名
15名

6名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

4名

6

5

7

8

6

9

6

9

5

4

5

8

7

4
9

5

5

5

5

認定 こども園設

置者・一般・行政

担当者・研究者

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

6,621



第 1回

第 2回
第 3回

第 4回
第 5回

10ノ 14

11ノ16

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

10名

10名
10名
10名
10名

委員

委員

委員

委員

委員

④子 どもと

子育て・子育

ちに関す る

人材育成、資

質の向上に

関する事業

子どもと子育て・子育ちに関
わる人材を育成 し資質の向
上のための研修事業

○研修事業へのシステム

"顔認証を伴うeラーニング

研修システム"の構築・導入

○ライブ配信研修会
・コロナ禍での子どもの育

ちを医療と保育で語るオン

ライン研修
・「今こそ大切にしたい、私

たちの幼児教育・保育」
～コロナ禍であっても保育
の揺るがないもの、大切なこ

と～

○動画配信研修
・令和2(2020)年度行政説明
・幼保連携型認定こども園

教育・保育要領解説 (1・5)

・保育制度の昨日、今日、明

日

1.保育制度の昨日、今日、

明 日 partl

2.保育制度の昨日、今日、

明日pa■2

3.保育制度の昨日、今 日、

明 日 part3

4.保育制度の昨日、今日、

明 日part4

・ コロナ禍における リスク

マネジメント

1.コ ロナ禍におけるリスク
マネジメント①
2.コ ロナ禍におけるリスク
マネジメント②
3.コ ロナ禍における保護者

支援

○地域活性化研修会

北海道地区
・公定価格勉強会

東北地区
・園長・設置者研修会

関東地区

中部地区

近畿地区

12/12

2ノ 15

8月 ～

10月 ～

1月 ～

1月 ～

1ノ13

2ノ5

中止

中止

中止

中止

中止

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

北海道

オンライン

月護11ヒ

オンライン

関東

中部

近畿

中四国
九り劇

3名

3名

3

3
名

名

3名

3名

地区会

地区会

地区会

地区会

地区会

地区会

地区会

認定 こども園設

置者・一般・行政

担当者 0研究者

140アカウント

150アカウント

システム構

築支払委託

600

111

110

地区事業費
460



中四国地区

九州地区

青森県支部
・保育士等キャリアアップ

研修会「障害児保育分野指定

講座」
・保育士等キャリアアップ

研修会「障害児保育分野指定

講座」
・保育士等キャリアアップ

研修会「保護者支援・子育て

支援分野」
・園長・設置者研修「新型

コロナウイルス感染症研修会」

岩手県支部

宮城県支部
・保育士等キャリアアップ

研修「食育・アレルギー対応」
・2020年 せんだい保育マ

ルシェ

“

ouTube配信)

・公定価格加算を「い」「ろ」「は」
から学ぶ勉強会 (東北限定)

・認定こども園・幼稚園の

『満 3歳児』受け入れを考え

る」情報交換会 (東北限定)

0職員育成・離職防止のた

めの web研修『 メンタルふ

えす』

山形県支部

福島県支部
・オンライン研修会①

「新型コロナウイルスが本

県に及ぼす影響について」
・オンライン研修会②

「コロナ禍のこどものこころ」
。オンライン研修会③

「コロナ禍における保育の

質の向上」

茨城県支部

栃木県支部
・保護者との関わり・保育

者同士の同僚性 (動画配信)

群馬県支部

埼玉県支部
・保育士等キャリアアップ

研修会 「乳児保育」
・保育士等キャリアアップ研

修会「保護者支援0子育て支援」

千葉県支部

長野県支部

8ノ 5‐6

9ノ8・9

11′ 10・ 11

12/10

脱 9・30

11′ 11・30

12/12

12/25

3/22

4ノ21

10/28

11ノ9

12ノ9

11/16

～ 2ノ28

lκ‐7

123
2/20

3ノ11

9/7

10/30

11/13

青森県

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

岩手県

官城県

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

山形県

福島県

オンライン

オンライン

オンライン

茨城県

栃木県

オンライン

群馬県

埼玉県

久喜市

飯能市

千葉県

長野県

富山県

富山市

石川県

支部

部

部

支

支

部

部

支

支

部

部

　

　

部

部

支

支

　

　

支

支

部

部

部

　

部

部

部

支

支

支

　

支

支

支

支部事業費

21, 008



富山県支部
・園長会

石川県支部

福井県支部

岐阜県支部
・「コロナ時代の園運営を考える」
・飛騨プロック情報交換&"om研修会
・「指針・要領における幼児教育の意義」

静岡県支部

愛知県支部
二重県支部

滋賀県支部
・保育士等キャリアアップ研修

「保健衛生・安全対策」

京都府支部
・ 研修会

大阪府支部
・令和 2年度保育教諭研修会

和歌山県支部

広島・岡山支部

愛媛県支部

佐賀県支部
・研修会「保育の質を高め

るチームづくり」
・研修会「保育環境におけ

る感染対策 :理論と実践」
・研修会「保育の質の向上

を目指した園づくり」
・研修会「～園における「働

き方改革」とこれからの園運

営～」
・研修会「協働性・同僚性、

園づくりの言葉」
・園長研修会「ポス トコロ

ナ時代の園運営～問われる

保育の質と経営の質～」

長崎県支部

大分県支部

宮崎県支部
・主幹・副主幹保育教諭専

門リーダー等研修会
・園長・設置者研修会

鹿児島県支部

沖縄県支部

11ノ7

11/14

1120

2/10

7ノ19

8/26

11/26

12/3

1ノ28

3ノ27

8ノ19

11/11

福井県

岐阜県

静岡県

愛知県

二重県

滋賀県

守山市

南草津市

京都府

京都市

大阪府

オンライン

和歌山県

広島県

愛媛県

佐賀県

佐賀市

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

佐賀市

長崎県

大分県

宮崎県

オンライン

宮崎市

鹿児島県

沖縄県

支部

支部

支部

支部

支部

支部

支部

支部

支部

支部

支部

支部

支部

支部

支部

⑤子 どもと

子育て・子育

ちに関す る

活動を進め

る関係機関・

団体等 との

連携事業

子どもと子育て・子育ちに関

する活動を進める関係機関・

団体等 との共同事業及び研

修事業

○子ども。子育て会議への参加

第 52回
第 53回

6ノ26
10ノ5

オンライン

オンライン

2

2
名

名



第 54回

第 55回

第 56回

○基準検討部会
(Э他団体との研修協力(共催・後援)

<共催>
Cedepの想いを受け取り対話で紡

ぐ研修会

幼保連携型認定こども教育保育要

領に基づく自己評価研修会I①

幼保連携型認定こども教育保育要

領に基づく自己評価研修会I②

<後援>
「乳幼児を対象とした『食育』キャンペー

ン2020・2021」 (特定非営利活動法人幼年教

育。子育て支援推進機榊

第5回関西教育ICT展 (関西教育К�展

事務局)

○一般社団法人全国認定こ

ども園研修研究機構が行 う

教員免許状更新講習事業ヘ

の助成 (新規)

12ノ 1

12ノ25
1ノ20

11/28

126・27

3/2‐ 3

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

2名
2名
2名

3名

3名

3名

⑥子 どもと

子育て・子育

ちに関す る

活動 を進 め

る諸団体 と

個人の交流・

広報事業

子どもと子育て・子育ちに関

する諸団体と個人の交流・広

報を目的とした会報事業

○会報 37

0会報 38

子どもと子育て・子育ちに関

する諸団体と個人の交流。広

報を目的としたインターネ

ットー般広報事業

OWebSi樋 運用

OF“eb∞kか らの情報配信

○メールマガジンの充実

○新型コロナウイルス感染

症対策緊急プロジェク トチ
ームによるアンケー トの実

施と報告書の作成

7ノ20

3/24

随時

随時

随時

全国

全国

全国

3

3

名

名

2名

・当協会会員
・ 3府省、都道府

県、政令指定都

市、中核市におけ

るこども園担 当

部署延べ送付数

5,000か所

当協会会員

610

800

⑦子 どもと

子育て・子育

ちに関す る

心身の発達

に寄与す る

事業

子どもと子育て・子育ちに関

する遊び・睡眠・食育等の啓

発活動事業

実施なし

③子 どもと

子育て・子育

ちに関する

学び合う、育

ち合う事業

子どもと子育て・子育ちに関

する学び合う、育ち合う環境

をマネジメントする事業

実施なし

⑨子どもと

子育て・子育

子どもと子育て・子育ちに関

する保護者・地域住民を対象

実施なし



ちに関す る

保護者、地域

住民 を対象

とした事業

とした講演会・ワークショッ

プ事業

⑩子 どもと

子育て・子育

ちに関す る

安全・安心で

きる事業

子どもと子育て・子育ちに関

する安心・安全の啓発活動及

びマネジメント事業
・保護者向け情報配信
0認定こども園保険事業

随時 全国 3名 当協会会員



書式第 13号 (法第28条関係) 事 業 報 告 用

令和2(2020)年度活動計算書 (その他事業が上登場合)

口口』

―
“
_製L重コL_

費

・
費

会

会

取

取

受

受

員菫囃鍵

受1 59,1関 Ю,000

2 受取寄附2
受取寄附金
施設等受入評価益

3 受取助咸會暉
受取補助金 6,526,474

5,526.474

事業収益
4 亭栞収益

14,013,055
1■ 013.055

19,529,954

雑 収 益

その他の収奎
受取利息 414

19.529.540

2,545,662
0
0

366,860

9■ 86L」堕3

2再1732

役員報酬
退職給付費用
法定福利費

印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
賃借料
水道光熱費
租税公課
支払手数料
支払助成金
減価償却費
保険料

14,510,812
3,784,712
1,063,159
945,513
566,203

1,397,496
1,623,104
2,658,010

22,182
880,800
78,118

300,403
290,000

28,120.512

7,771.054

____ニユ』螢」墜

費
費
　
　
費
　
　
費
　
　
　
　
料

通
搬
費
　
熱
賃
　
却
　
　
課
　
数

費
費
交
運
品
費
光
家
料
償
料
費
公
費
手

議
際
費
信
耗
繕
道
代
借
価
険
会
税
修
払

会
交
旅
通
消
修
水
地
賃
減
保
諸
租
研
支

2,804,

5,939,881

200,

17,

352,

712,

1,064,

830,

2,

374,

2,904,

1,895,

617,

24,

13,268,

3,

41,

24,000,

770,

1,060,

給料手当
退職給付費用
法定福利費

49,113.502

管 理 蜃計

書 用 計

円 諄 +lHユ L・口・―一 ∝ ―一 ―一 ―
1■ 951」 93

~~~~~~¬

固定資産売却益
過年度損益修正益

~~~~~~~¬
0~~~~π

覇躙剛~~~~~π
爾

____塾 翼■鯉
56.324.983

固定資産売却損
災書損失

」塁俯::円

E可



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 こ ど

小 計・ 合 計

現金預金 49,398,992
7,526,855

13,476
329,070
836,000
55,000

未収金
:棚卸資産
前払費用

_ 前払金

仮払金

=什器備品 1,105,100

2
ソフトウェア

借地権
・敷金 660,000

敷金

長期貸付金

1_765_101

【A】 資 産 合 計 ①+② 59,924,493

… … 1

未払金

未払法人税

未払消費税

前受金

預 り金

０

０

０

０

０

８

０

０

０

３

６

０

１

０

７

３

０

９

４

２

３

７

４

１

３

４

　

４

１

５

２

長期借入金

退職給付引当金

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 59,924:493



16 28

令和 2年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人

事 業 報 告 用

全国認定こども園協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸試算の評価基準は最終仕入原価法による原価法によつています。

(2)固 定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。
無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

(3)消費税等の会計処理
・ 消費税等の会計処理は、税込経理方式によつています。

重要な会計方針の変更

該当なし

3.事 業別損益の状況  ※別紙参照

９

“

科 目 事業 事業 事業 事業 事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内 容 金額 算 定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5。 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

人件費に限り、従事割合により按分 している。

その他の事業に係る資産の状況

無 し

7

科 取 得 減 少 図面醒画謳E

1,838,300

660.000

1,838,300

660.000

△733,200 1,105,100

660.000
2_49R_300 2_498_300 /ヽ 733_200 1_765_100

有形固定資産
車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

期 末残 高

科 目
計算書類に

計上 された
金 箱

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人ルの■■I

(活動計算書 )

活動計算書計
(貸借対照表)

管借対照表計

8



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和2年度 財産

事 業 報 告 用

銀目

科 に ! 霊  額 ′:ヽ    ヨ十 合  計

現金預金
手元現金
みずほ銀行
ゆうちょ銀行
楽天銀行

6,527
407,149

15,843,712
1,526,155

用

000

事務所家具一式 1,105,100

事務局 660,000

I =11●
=1111キ

:・

■|‐ :|,■■
~■

Ⅲ‐17'
1.::|.■ ■′1:‐ :I^`.:

: j l_7651110

【A】 資 産 合 計 ①+② 59,924,493

未払金
3月 分社会保険料
その他経費未払

未払い法人税等
未払い消費税等
前受金 令和 3年度年会費
預り金

源泉徴収税、住民税
社会保険料
認定こども園保険料

168,611

2,265,069
70,000

449,100
114,000

99,193
164,507
269,030

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 3,599,510

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 56,324,983



室芸区全活塾趾笙豊鯵壁主
令和 2年 4 月 1 日 ～ 令和 3年 3月 31日 まで

58,354,000

1,“6,0(Ю

0

O,520,474

14,018,055

414

19,529,540

58,354,000

13,062,250

50,195,000

0

835,830

187

99.869r 98,918,67 1,036. 1.153, 160.007

2,545,662

366.860 366.860

14,510,812

3,784,712

1,063,159

945,513

666,203

1,397,496

1,623,104

2,658,010

22,182

880,800

78,118

300,403

290,000

0

|),784,712

945,513

2,037,966

683,469

302,512

37.848

41,583 2,069

28,052,089 5,871,

31,033,034 30,964,611 8,784,246 679,985 121,028 148,776 3,190 117,107 648

5,989,881

1,000,453

770,720

5,939,881

1轟富収奎

1.受 取会費
正会員受取会費

賛助会員受取会費

2.受取寄付金

受取寄付金

3.受取助威金等

受取柿助金等

4事 業収益

事業収益

5.そ の他収益

受取利
=雑収益

経常収益針

コ 経常費用

1.事業費

(1)人件費

給料手当

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

業務委託費

諸謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

賃借料

水道光熱費

租税公課

支払手数料

支払助成金

地代家賃

減価償却費

保険料

雑費

その他経費計

事業費計

2.管理費

(1)人件費

給料 手当

法定福利費

退職給付費用

人伸費計

(2)その色経費

業務委託費

諸謝金

印刷製本費

会議費

交際費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

修繕費

水道光熱費

地代家賃

賃借料

減価償却費

2,804,314

0

200,740

17,712

352,545

712,377

1,064,869

830,000

2,200

374,174

2,904,000

1,895,860

617,024

2,804,314

1,064,869

1,895,850

200,710

1,52.515

1,064,869

1,895,850

科  目 合 ,I
特定非営赤

(共通)

普及、振興、運営改善事業

トップセミナー 研修委員会 経雷セミナー 北海道地区 東北地区 関東地区 中部地区 近畿地区



皇菫区全活勁量笙豊鯵壁主
令和 2年 4 月 1 日 ～ 令和 3年 3 月 31 日まで

24,200

13,268,750

3,150

0

41.597

24,000,000

13,268,750

24,000,000

13,268,750

24,000,000

49,113, 49,113, 49,113.

87,917, 87,849,167

11,951,893 11,069,511 △ 13,191,785 1,036,000 473,015 △ 121,026 11,21 △ 3,18(
|

△ 117,

1,086.

諸会費

租税公課

研修費

支払手数料

支払助成金

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計
当期経常増減額

経常外収益
1 人件費準備金戻人

1 固定資産除却損

2 過年度損益修正損

経常外費用計

経理区分撮書類

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期彙越正味財産額

経常外収益計

経常外費用

2 会費管理等システ

■及、根興、違営改善事業科  目 合  計
(共通)

トップセミナー 研修委員会 経営セミナー 北海道地区 東北地区 関東地区 中部地区 近畿地区

茨釘二 麟 正 蔵計童

“

0



96,000

99,500

0

1,511,400

1,930,000

790,878

0

0

:80,000

2,225,074

1,975,720

10

1,235,330

10

20,000

△ 274,177

158,214 4,415, 587,310 5,616,134 150,637 781,439 627,029 1,010,245 1,331,529 1,985,823 195,236 144,461 198,633

30,000

26,539

111,370

186,348

69,433 2,973,31

通常収益

1.受 取会費
正会員受収会費

賛助会員受取会費

2.受験寄付金

受取寄付金

3.受取助成金等

受取補助金等

4 事業収益

事業収益

5。 その他収益

受取利 目.

雑収益

経常収益針

Π 饉常費用

1.事業費

(1)人 1件費

給料手当

法定福利費

人件費計

(2)その生経費

業務委託費

諸謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

賃借料

水道光熱費

租税公課

支払手数料

支払助成金

地代家賃

減価償却費

保険料

雑費

そのほ 1‖

事業費計

2.管理費

(1)人件費

給料手当

法定福利費

退職給付費用

人件費計

(2)その他経費

業務委託費

諸謝金

印刷製本費

会議費

交際費
′,t費 交通費

通信運搬費

消耗品費

修繕費

水道光熱費

地代家賃

賃借料

減価償却費

群  目

富山県支部長野県支部千葉県支部埼玉県支部群局県支部輌木県支部表城県支椰福島県支部山形県支部官城県支都着手県支部青森県支部九州地区中国国地区



69,433 2,973,3 3,620.| 192,7

145,

145,

諸会費

11税 公課

研修費

支払手数料

支払助成金

雑費

その他経費計

当期経常増減額
皿 経常外収益

1 人件費準備金民人

2 会贅管理,シ ステ

経 常外収益 針

経常外費用
1 1‖ ,[資産除却‖1

2 過年度は1益 修正‖|

経常外費用計

経理区分長書額

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税

管理費計

経常費用計

科  目

中四圏地区 九州地区 青森県支部 着手県支部 宮城県支部 山形県支部 福島県支都 茨城県支都 栃木県支部 群属県支部 埼玉県支椰 千葉県支部 長野県支都 富山県支部



150,000

11

1.162,726

1,040,000

5,801,200

17

240,000

895

20,046

3.500

9,108

6,307,200

22,788

30,000

997,974

200,467

35,154

32,611

10,000

220 90,286 428,1

90, 428,1 6,703,081 9,175 547.895 26,860

I濠常収益

1.受取会費
|卜 会li受 収会費

賛助会 tt受 取会費

2.受取寄付金

受取 メぅ付金

3.受取助成金管

受取柿助金■

4 事業収益

1:業 1文 益

5.そ の他収益

受収fl肥

帰:収 益

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

賃借料

水道光熱費

租税公課

支払 手数料

支払助成金

地代家賃

減価償却費

保険料

雑費

その他経費訃

事業費計

2.管理費

(1)人件費

給料手当

法定福利費

退職給付費用

1.事業費

法定福利
`t

(1)人件費
給料「

“
人件費針

(2)そ の生経費

業務委託費

金

出

謝

棚

諸

印

人件費計

(2)その他経費

経常収益計
ユ経常費用

業務委託費

諸謝金

印刷製本費

会議費

交際費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

修繕費

水道光熱費

地代家賃

賃借料

減価償却費

愛媛県支都 佐賀県支部 晏崎県支部 大分県支都

科  目

石川県支部 福井県支部 静岡県支部 愛知県支部 二重県支部 滋賀県支部 京都府支部 大阪支部 和歌山県支部

1,260,1431



220 90,286 428,116 6,703,081 1,260,14 9,1

8, 1,137,617 7,190,891 627.542 387,961 45,204 72,323 27,

,iF会 イヤ

IIl f`[公 ,米

研修費
支払

「
数料

支払 助成 金

41:費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当翔経常増減額

経常外収益
1 人件′1■″1,金 ,、 人

経常外費用
1 111定 資産1余 却11

2 過年度イ1益 修 ||:Il

経常外費用針
饉理区分摂書額

税引前当期正味財藤増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財壼増減額

経常外収益計

佐賀県支部 長崎県支部 大分県支部

科  目

石川県支部 福井無支部 静田県支部 彙知県支部
=菫

県支部 滋賀県支椰 京都府支都 大阪支部 和歌山県支部 曇媛県支部

前期繰 越 正 味財産蠣

次 鋼鑢 麟 F崚 財議

“

1     0



0

15

1,062,564

950. 950.

1,509,150 67,552 33,411 68,423

1,509,151 67,552 33,411 68,423 68,423

I通常Ⅸ奎

1.受取会費
‖:会 員受収会費

賛助会員受取会費

2.受取寄付金

受 11え 寄付金

3.受取助威金等

受取補助金等

4 事業収益

事業収益

6.そ の他収益

受取利 [

雑収益

経常収益計

給料 手当

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

業務委託費

諸謝金

印刷製本費

会議費

',7費
交通費

通信運搬費

消耗品費

賃イ昔お|

水道光熱費

租税公課

支払手数料

支払助成金

地代家賃

減価償却費

保険料

雑費

その他経費計

事業費計

2.管理費

(1)人件費

給料手当

法定福利費

退職給付費用

費

―

件
脚側は

経

■

人件費計

(2)その他経費
業務委託費

諸謝金

印刷製本費

会議費

交際費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

修繕費

水道光熱費

地代家賃

賃借料

減価償却費

科  層

宮崎県支部 鹿児島県実部 沖縄県支部 次世代,―夕t,咸研1

その他の■

●に関する事彙 事業



141,78 2,193,351当期経常増減額

経常外収益
1 人件費準備金戻人

経常外収益針

経常外費用

1 1‖ 定資産除却‖1

2 過年度損益修 正機1

経常外費用針

経理区分根欄

税引前当期正味財庫増瀬I● 1

法人税、住民税及び事業税

その他饉費計

管理費計

経常費用計

諸会費

租税公課

研修費

支払手数料

支払助成金

雑費

科  目

宮崎県支部 鹿児島無支部 沖縄県支都 医世代,―ダー青咸研|



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2(2020)年度

年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 全国認定こども園協会令和 2年 4月 1日 ～令和 3年 3月 31日

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1 睡憂]・ 監事
(オ ウジナオコ) 平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年3月 31日

年  月  日

年  月  日王寺 直子

2 □ ・監事
(フル トカズヒデ) 平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年 3月 31日

年  月  日

年  月  日古渡 一秀

3 日 ・監事

(カ クタ トオル ) 平二F茂129(2017)」■4月 1日

平成30(2019年 3月 31日

年  月  日

年  月  日角田  享

4 睡亜]・ 監事
(オオムラヒデ ト) 平成29(2017)年4月 1日

平成30(2019年 3月 31日

年  月  日

年  月  日大村 英仁

5 睡亜]・ 監事
(マ サモトヒデタカ) 平成29(2017)年 :4月 1日

平成30(2018)年3月 31日

年  月  日

年  月  日正本 秀崇

6 □ ・監事

(デンドウ ハツミ) 平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年3月 31日

年  月  日

年  月  日田頭 初美

７

ｏ □ ・監事

(フ ジサワ ヒカリ) 平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年3月 31日

年  月  日

年  月  日藤澤 彩

ハ
０ F目[ヨ

(ト ウガサキ セイジン) 平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年3月 31日

年  月  日

年  月  日東ヶ崎 静仁

Ｏ
υ F目[ヨ

(オカモ ト ハルミ) 平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年3月 31日

年  月  日

年  月  日岡本 はるみ

10
L」・監事 (シマダノリユキ) 平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年3月 31日

年  月  日

年  月  日嶋田 典之



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2(2020)年度

年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 全国認定こども園協会令和 2年 4月 1日 ～令和 3年 3月 31日

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以 下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□ 各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)氏   名

11 □ ・監事
(コ シミズモ トイ)

平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年 3月 31日

年  月  日

年  月輿水 基

12 □ ・監事
(オオタカツモト)

平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年3月 31日

年  月  日

年  月  日太田 勝基

13 □ 用[ヨ

(ヨ シダキョウコ
)

平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年3月 31日

年  月  日

年  月  日吉田 京子

14 睡憂]・
監事

(ノ ダ タケシ)
平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年3月 31日

年  月  日

年  月  日野田  武

15 囲詈ヨ
(ヤ ジマサ トミ) 平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年3月 31日

年  月  日

年  月  日矢島 里美

16 睡亜]・ 監事
(タ ケウチシンゴ

)

平成29(2017)年4月 1日

平iF皮 30(2018)イ 事3月 31日

年  月  日

年:  月   日武内 慎吾

17 睡亜]・ 監事
(ヒ ガシグチフサタダ)

平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年3月 31日

年  月  日

年  月  日東口 房正

18 円詈ヨ
(カ トウタイワ)

年  月  日

年  月  日加藤 泰和

19 睡亜]・ 監事
(モ リワケカズキ)

年  月  日

年1  月   日森分 和基

20 睡憂]・
監事

(ナ ガタ フミ

コ )

年

年

月

月

日

日永田 文子

21 睡憂]・
監事

(ス ズキ ノプユ

キ)

年

年

月

月

日

同鈴木 信行



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2(2020)年度

年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 全国認定こども園協会令和 2年 4月 1日 ～令和 3年 3月 31日

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

22 □ ・監事

(ve,/ 7)va+) 年  月 日

日年  月日吉 輝幸

23 □ ・監事
(オオバ キミヒロ)

年  月  日

奪二  月   日大庭 公洋

24 睡憂卜監事
(ミ ヤタ ヒロシ)

年  月  日

奪二  月   日宮田 裕司

25 睡憂]・ 監事
(カ イ ヒロミ)

年  月  日

年  月  日甲斐 弘美

26 睡憂]・
監事

(テ ラオ ヨシヒロ)

年  月  日

年  月  日寺尾 好洋

27 日 ・監事
(オオモリユウヘイ)

大森 悠平

年  月  日

年  月  日

28 睡亜]・ 監事 (コ ガヒサタカ)

古賀 久貴

年  月  日

年  月  日

29 睡憂卜監事 (タ ニヤママサキ)

谷山 正紀

年

年

月 日

日月

30 理事。匡ヨ
(ス ズキ エツコ) 平成29(2017)年4月 1日

平成30(2018)年 3月 31日

年  月  日

年  月  日鈴木 悦子

31 理事。匡ヨ
(カ キヌマ ヘイタロウ)

年  月  日

年  月  日柿沼 平太郎



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_全旦塁 二土里協全

幼保連携型認定こども園こどものもり
若盛 正城 (代表者 )

2 東保見こども園
福上 道則 (代表者 )

Ｒ

）

あかさかルンビニー園
原田 量英 (代表者 )

4 認定こども園まゆみ
古渡 一秀 (代表者 )

Ｆ
０

名寄大谷認定こども園
白井 慶子 (代表者 )

ハリ

矢の口幼稚園<子 どもの森 >チ ャイル ド
ケアセンター

角田 享 (代表者 )

7 認定こども園はなみずき保育園
大村 英仁 (代表者 )

8 認定こども園ポプラの本
岡村 宣 (代表者 )

9
むさしこども園
正本 秀崇 (代表者 )

10
認定こども園あかみ幼稚園
中山 昌樹 (代表者 )

11
幼保連携型認定こども園あがた幼稚園
伊豆元 精一 (代表者 )

12
学校法人さくら学園さくら認定こども園
永田 文子 (代表者 )


